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Ⅳ部 資料集 

１. 過去３年度分の財政投融資計画の概要 

（１）令和８年度財政投融資計画（当初） 
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○ 我が国の経済・国家安全保障強化のため、日米政府の戦略的投資イニシアティブに係る了解覚書等も踏まえ、JBICに創設された
「日本戦略投資ファシリティ」を通じた取組みを含め、企業の海外展開支援・強靭なサプライチェーン構築等を支援するための資金を供
給。

国際協力銀行（JBIC）

 財政投融資額  事業内容（日本戦略投資ファシリティ等）

 事業スキーム

（単位︓億円）

日米戦略的投資
イニシアティブ 社会課題解決への貢献

サプライチェーン強靭化・
エネルギー・
資源安全保障

●日本戦略投資ファシリティにおいて投資分野とされている９分野 *をはじめ、経済・国家安全保
障上の重要分野における企業の海外展開等を支援。
*９分野︓半導体、医薬品、鉄鋼、造船、重要鉱物、航空、エネルギー、自動車、先端領域（AI・量子）

国

市場等

財政融資
産業投資

国際協力銀行
【JBIC】

融資

出資

我が国が経済・国家安全
保障上利益を得られるような
強靭なサプライチェーンの構築等

政府保証債等

外国為替
資金貸付

日本戦略
投資

ファシリティ

フィリピンにおける国際海底ケーブル関連事業

インドネシアにおける地熱発電拡張事業

米国における半導体等の製造に必要な
化学品等の輸送・保管事業

（過去の支援例）

8年度︓財政融資 4兆2,527億円、産業投資 1,650億円、政府保証 4兆1,650億円

R8当初計画R7改定後現額R7当初計画R６当初計画

85,82755,53014,68011,040財政投融資

42,52726,6007,2004,000財政融資

1,6503,7001,0001,160産業投資

41,65025,2306,4805,880政府保証

〇 経済安全保障やカーボンニュートラルへの円滑な移行の推進等の観点から、我が国への天然ガスやレアメタル等の金属鉱物資源、
水素等の安定的な供給確保等に取り組む企業を支援する。

エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

1,0481,121852財政投融資

444財政融資

1,0441,117848産業投資

ーーー政府保証

８年度︓財政融資 4億円、産業投資 1,044億円

 財政投融資額  ８年度に支援が想定される出資案件例
（単位︓億円）

資産買収・
開発事業

 資産買収・開発出資案件の支援スキーム

ＪＯＧＭＥＣ

プロジェクト
会社

産業投資 出融資

国

民間企業
出資

国庫納付 配当
利息支払・償還

配当

天然ガスの安定供給確保に取り組む企業への支援

我が国企業のLNG（液化天然ガス）調達先の多角化を通じて、エネルギーの安定供給に
資するため、LNG液化事業を行う企業に対する支援（出資）を実施。

（例）天然ガス開発・液化事業
【案件概要】
南部アフリカに位置する世界有数規模の可採資源量を

持つガス田上流開発事業。1,300万トン/年のLNG輸出設
備を建設中。
本邦企業と共同出資によるSPCを設立。我が国の権益分

は20％。 天然ガス開発事業（イメージ）

レアメタル等の安定供給確保に取り組む企業への支援

経済安全保障の観点から、我が国への鉱物資源の安定供給に資するため、レアメタル等
の権益確保を行う企業に対する支援（出資）を実施。

（例）チタン等資産買収出資事業
【案件概要】
本邦企業による豪州ミネラルサンド鉱床の開発プロジェクトへの参画にあたり、共同

で出資し支援するもの。これにより、チタン等生産金属の権益確保、ひいては本邦への
安定供給確保を見込む。

水素等の安定供給確保に取り組む企業への支援

脱炭素電源の燃料の中心を担う水素等の安定供給に資するため、水素等の製造・貯蔵事
業等を行う企業に対する支援（出資）を実施。
※水素等︓アンモニア、合成メタン、合成燃料を含む。

（例）合成燃料製造事業
【案件概要】
本邦企業による海外の合成燃料プロジェクトへの参画を支援し、次世代燃料の将来的

な確保を見込む。
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〇 インフラ事業や製造業を中心に、民間資金だけでは十分な対応が困難な長期資金を供給。
〇 リスクマネーの供給に当たっては、スタートアップへの投資に注力するとともに、サプライチェーン強靱化・インフラ高度化やGX等における
大型案件にも柔軟に対応。

日本政策投資銀行 （DBJ）

８年度︓財政融資 3,000億円、産業投資 650億円、政府保証 3,500億円

 財政投融資額

 事業スキーム

（単位︓億円）

(※)経営資源を有効活用し、経営の革新を行う取組であって、地域経済の自立的発展、日本企業の競争力
強化、成長資金市場の発展に資するといった要件に合致するものについて特定投資業務で支援を行う。

DBJ

一般投融資業務

特定投資業務
(産投出資)

政府

市場

産業投資

資金

投融資

自
己
資
金

新技術・新事業

再編

海外展開

産業

エネルギー

運輸交通

都市開発

インフラ

地域・海外

財政融資

政府保証債

社債

（※）

サプライチェーン強靱化・インフラ高度化

スタートアップ・イノベーション

●VCへのLP出資を含め 、スタートアップ
の創出・育成やイノベーション推進に資
する取組を支援。

GX

●経済安全保障上の重要物資等
（AI・半導体、航空機部品、蓄電池、
産業用ロボット等 ）の供給力強化 、
先進的物流施設 ・データセンターの建
設等のインフラ高度化に資する取組を
支援。

●脱炭素化・低炭素化を目的とした設
備投資、再生可能エネルギー開発事
業等を支援。

（例）風力発電事業向け資金供給
（写真提供︓株式会社グリーンパワーインベストメント）

（例）データセンター建設にかかる資金供給
（写真提供︓MCデジタル・リアルティ株式会社）

（例）航空宇宙スタートアップ向け資金供給
（写真提供︓スペースワン株式会社）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

7,1507,2007,350財政投融資

3,0003,0003,000財政融資

650700850産業投資

3,5003,5003,500政府保証

 事業内容

○ 電力需要の増加が見込まれる中、電力の安定供給と脱炭素化の両立を図るために必要な長期かつ大規模な電源・系統整備を促
進するため、民間資金だけでは不足する長期資金を供給。

電力広域的運営推進機関（OCCTO）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

540--財政投融資

540--財政融資

---産業投資

---政府保証

 財政投融資額  事業イメージ（単位︓億円）

８年度︓財政融資 540億円

 事業スキーム

系統整備

電源整備

国
財政融資 融資

電力広域的
運営推進機関
【OCCTO】

民間金融機関

協調

電気事業者

脱炭素電源投資

送配電網の整備

電力の安定供給や電力分野の脱炭素化といった需要
家ニーズへの対応を迅速化するため、長期かつ大規模
な電源投資への融資を行う。

 原子力発電所の安全対策
東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を
踏まえ、より厳しい自然災害等を想定した、防潮堤
の大幅なかさ上げなどの安全対策工事

 洋上風力発電所の新設工事
大規模な洋上風力発電所の新設工事

DXやGXなどの要請を踏まえ、需要家ニーズへの対応
の迅速化という観点から特に必要性が高い地内系統や
大規模な地域間連系線の整備案件への融資を行う。

 地内系統の整備
電力需要の増加に対応するため、送電線や変電
所の整備に必要な対策工事

 地域間連系線の整備
再エネの導入拡大や電力の安定供給に向けた大
規模な地域間連系線の整備工事

海抜29ｍ

防潮堤かさ上げ

出典︓ひびきウインドエナジー

出典︓東北電力株式会社

原子力発電所の安全対策

洋上風力発電所

地内系統（地下トンネル内部）

出典︓東京電力ホールディングス株式会社

出典︓電源開発株式会社

地域間連系線
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〇 生産性向上を目的とした設備投資等の資金需要に的確に対応し、農林水産業を展開する地域の担い手等への支援、自然災害
や社会的・経済的環境変化等の影響を受けた農林漁業者の経営の維持安定のために、必要な資金を供給。

日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）（JFC）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

6,8246,1947,235財政投融資

6,8246,1947,235財政融資

---産業投資

---政府保証

８年度︓財政融資 6,824億円

 財政投融資額  事業内容
（単位︓億円）

 事業スキーム

財政投融資

日本政策金融公庫

農林漁業者等

融資

 農林水産業の持続可能な成長への支援
【農業経営基盤強化資金】
○担い手である認定農業者の創意工夫を活かした経営改善のための取組（経
営規模の拡大、事業の多角化などの取組等）を支援。

 セーフティネット機能の発揮
【農林漁業セーフティネット資金】
○自然災害や物価高騰等の社会的・経済的環境の変化等の経営者の責めに帰
すことができない事由により、一時的に経営状況が悪化した農林漁業者におけ
る経営の維持安定を支援。

 持続的な食料システムの確立に向けた活動への支援
【食品等持続的供給促進資金】
○食品等事業者による農林漁業者との安定的な取引関係の確立、流通の合理
化、環境への負荷の低減その他の食品等の持続的な供給に資する事業活動を
促進。

 スマート農業、輸出等重点施策にかかる活動への支援
【スマート農業技術活用促進資金】
○農業を取り巻く環境の変化に対応して、農業の生産性向上を図るため、スマー
ト農業技術の活用を促進。

【農林水産物・食品輸出基盤強化資金】
○農林水産物・食品の輸出拡大に向けた取組を支援。農林漁業者の所得向上
と農林水産業及び食品産業の持続的な発展を促進。

財政融資

〇 福祉医療サービスの基盤強化を図るため、病院や診療所等の医療関連施設及び保育所や特別養護老人ホーム等の社会福祉
施設の整備に必要な貸付規模及び財政融資資金を確保。

〇 医療需要の変化等に加え、物価高騰の影響も受けて厳しい状況に直面している医療・福祉事業者に対して、無利子・無担保等
の優遇融資により資金繰りを支援。

福祉医療機構（WAM）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

2,6321,9462,102財政投融資

2,6321,9462,102財政融資

---産業投資

---政府保証

８年度︓財政融資 2,632億円

 財政投融資額
（単位︓億円）

 事業スキーム

社会福祉・医療施設

財政融資

福祉医療機構国

融資

【福祉貸付】
特別養護老人ホーム、老人デイサービス事業、障害者就労継続支援施設、
放課後等デイサービス事業、保育所、児童養護施設 等

 主な融資対象

医療機関・福祉施設等の施設整備や資金繰り支援のための融資

地域の医療・福祉サービスの安定的な提供体制の確保

特別養護老人ホーム 保育所

病院 介護老人保健施設

【医療貸付】
病院、診療所、歯科診療所、介護老人保健施設、介護医療院、
指定訪問看護事業 等
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〇 上下水道や学校教育施設をはじめ、住民生活に密着した社会資本整備や災害復旧等のニーズに対応するため、地方債計画に
基づき、地方公共団体へ財政融資資金を供給。

〇 上下水道の老朽化対策に資する事業に対し、関係省庁等における広域連携等に向けた取組を資金面からサポートすべく、広域化
等の経営基盤強化に取り組む地方公共団体を積極的に支援。

地方公共団体

８年度︓財政融資 2兆3,558億円

 財政投融資額  地方債計画総額と地方公共団体向け財政融資の推移

 令和 8年度の事業別計画額（財政融資）

公共事業等 17%

辺地及び過疎対策 22%

教育・福祉施設等整備事業 14%
災害復旧 5%

一般単独事業 3%

公営住宅 1%

下水道 19%

水道 14%

病院・介護サービス 4%
その他 1%

一般会計債
62％

公営企業債等
38％

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7 8

財政融資資金
地方公共団体金融機構資金
民間等資金

財政融資資金比率

（市場公募＋銀行等引受）

（年度）

9.5兆円

2.4兆円

13.7兆円

3.7兆円

（兆円） （％）
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〇 通信・放送・郵便分野における我が国事業者の海外展開を支援するため、海外においてデジタルインフラの整備・運営事業やICT
サービス事業を行う事業者等に対し、リスクマネーを供給。

海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

575620600財政投融資

－－－財政融資

455500360産業投資

120120240政府保証

８年度︓産業投資 455億円、政府保証 120億円

 財政投融資額  事業内容（支援例）
（単位︓億円）

 事業スキーム

＜官民ファンド＞

支援対象事業者

民間事業者・
金融機関等

国民間事業者

JICT

海外における電気通信事業・放送事業・郵便事業等を実施

産業投資出資

出資・融資 等出資 等

市場等

政府保証債等
政府保証

 累積損失の解消等に向けた最近の主な取組

 ハードインフラを伴わないICTサービス事業への出資やファンドへのLP出資も行い、
多様な支援ニーズへ対応し、JICTの扱う案件増・ポートフォリオ分散を図る。

経済安全保障の確保の観点から
重要なデジタルインフラである
光海底ケーブルを敷設し、
その維持管理・運営（使用権の
販売等）を行う事業。

光海底ケーブル整備・運営事業

データセンター整備・運営事業

通信ネットワークの結節点として
重要なデジタルインフラである
データセンターを整備し、
その維持管理・運営（使用権の
販売等）を行う事業。

ICTサービス事業

電子政府、電子決済、AI翻訳等の
ICTを活用したサービスを提供する
事業

インド

シンガポール地理院地図（電子国土Web）に整備ルート等を追記

〇 2014年の設立以降、我が国事業者の交通インフラ・都市開発事業の海外展開を支援してきたが、2023年度決算において多額
の損失計上をするに至ったことから、2024年に「海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）の役割、在り方、経営改善策等に関
する有識者委員会」によって機構の役割、在り方、経営改善策等について検討・検証が行われた。

〇 現状、同有識者委員会における検討・検証結果を踏まえた経営改善策を着実に実行しつつ、より着実に、早期に収益が見込まれ
る案件に重点をおいてリスクマネーを供給。

海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）

R８当初計画R７当初計画R６当初計画

258197925財政投融資

---財政融資

208162299産業投資

5035626政府保証

８年度︓産業投資 208億円、政府保証 50億円

 財政投融資額  事業内容（支援例）
（単位︓億円）

 事業スキーム

＜官民ファンド＞

日系大手企業とともに、オフィス、商業施設等が入
居する複合施設を保有する現地企業に出資。施設の
運営及び維持管理を行う。

アジア 複合施設管理・運営事業

アジア 物流倉庫管理・運営事業

日系大手企業とともに、現地物流企業に出資。日系
大手企業の高品質なコールドチェーン、倉庫運営等
の知見を活用し、施設の運営及び維持管理を行う。

 経営改善策
改善策最終報告における主な改善事項
投資規模について、総資産額に対する上限割合を設定。
・国・地域毎に原則１割を上限
・高リスク国案件について2.5％
（年間最大100億円）を上限 等

高リスク国・地域への投資規模、
１件当たりの投資規模の抑制

関連内規を改正
ベンチャー案件、高速鉄道案件
（システム全体を導入する案
件）への投資の停止

JOIN内において、令和６年度中に試行し、新たな枠組
みを構築。令和７年度以降本格導入(年２回程度実施)

リスク管理等にかかる定期的な
第三者評価の導入

これまで着実に収益を上げている案件が多い都市開
発・物流分野案件や、配当開始までの期間が短く、比
較的収益性の高い操業段階（ブラウンフィールド）の
案件を増加。

着実な収益確保に努められるよ
うなポートフォリオ管理

支援対象事業者

民間事業者・
金融機関等

国民間事業者

JOIN

海外における交通インフラ・都市開発事業等を実施

産業投資出資

出資・融資 等出資 等

市場等

政府保証債等
政府保証

(過去の支援例)
ジャカルタセントラルパーク都市開発事業

（過去の支援例）
マレーシアコールドチェーン物流運営事業
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（２）令和７年度財政投融資計画（補正） 

 

 庁舎や水道施設等のほか、美術館、大学関連施設、空港等、地域におけるPFI事業を積極的に推進するために、必要な資金を供給。

【投資分野の例】
• 空港、公園、下水道等の公共施設の整備事業
• 庁舎、宿舎等の公用施設の整備事業
• 教育文化施設、スポーツ施設等の整備事業

民間資金等活用事業推進機構（PFI） 【８年度︓政府保証450億円】

その他の官民ファンドの取組

 我が国の生活文化の特色を生かした魅力ある商品・サービスを扱う事業に対し、海外需要開拓を支援するべく、リスクマネーを供給。
 Exit回収金等の自己資金により、事業規模に見合う財源が確保される見込みのため、８年度における産業投資の措置はなし。

【投資分野の例】
• 日本のアニメ・キャラクターとのコラボ商品を企画・展開するアパレルブランドに投資。日本のアニメ・漫画のIPの海外市場におけるマネタイズの促進、更には、正規品の
展開による模倣品の流通の抑止を図る事業

【累積損失の解消等に向けた最近の主な取組】
• 既存案件の徹底的な見直し（事業見通しが立たない案件の早期EXIT交渉等）、優良案件に絞り込んだ新規投資の実行、必要経費の抑制

海外需要開拓支援機構（CJ） 【８年度︓財投措置なし】

 2030年度の温室効果ガス46％削減（2013年度比）、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、脱炭素に資する多種多様な事業に対する投融資（リスクマネー
の供給）を通じて、温室効果ガスの排出の量の削減等のみならず我が国の経済社会の発展や地方創生に貢献する等、経済と環境の好循環の実現に貢献。

【投資分野の例】
• 再エネ・蓄電池・省エネ設備を導入する事業及びそれらのサプライチェーンを担う事業
• モノづくりやサービスを通じて脱炭素に貢献する事業
• バイオマス素材を活用し化石燃料を代替する事業

脱炭素化支援機構（JICN） 【８年度︓産業投資326億円】

令和７年度補正予算における財政投融資計画の追加について
総額︓４兆 4,777 億円 （うち財政融資 2 兆 3,327 億円、産業投資 2,700 億円、政府保証 1 兆 8,750 億円）

Ⅲ. 防衛力と外交力の強化

経済・国家安全保障強化のため、日米政府の了解覚書等も踏まえ、JBICに創設された「日本戦略投資ファシリティ」を通じ、官民連携により、企業の海外展開
や強靭なサプライチェーン構築等を支援。

日米戦略的投資イニシアティブの着実な推進

【国際協力銀行】 財政融資︓1兆9,400億円、産業投資︓2,700億円、政府保証︓1兆8,750億円

Ⅰ. 生活の安全保障・物価高への対応

医療機関や福祉施設等の資金繰りを支援するため、福祉医療機構による優遇融資に必要な貸付原資を融資。
物価高騰により厳しい状況に直面している医療・福祉事業者に対する無利子・無担保等の優遇融資

【福祉医療機構】 財政融資︓2,756億円

令和７年11月28日
財務省

戦略分野への支援・地域の基幹産業の活性化等のための資金供給

【日本政策投資銀行】

 半導体関連産業や省エネ・再エネ、GXなど、官民が連携した成長投資による強い経済の実現、地域の基幹産業の活性化や地方の暮らしの安定等に資する
民間の取組を推進。

 主な事業︓AI・半導体、マテリアル、電力・ガス、地域公共交通の設備・保守等
財政融資︓1,000億円

Ⅱ. 危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

能登空港の災害復旧支援

【自動車安全特別会計（空港整備勘定）】
地震により生じた滑走路のうねり等を是正する復旧工事を前倒しで実施。

財政融資︓６億円

海上輸送の効率化に向けた事業支援

【鉄道建設・運輸施設整備支援機構】
海底ケーブル敷設工事の効率化のため、自航式ケーブル敷設船の導入を支援。

財政融資︓95億円

（注１）上記の他、【空港整備勘定】財政融資︓55億円、【国立精神・神経医療研究センター】財政融資︓15億円。
（注２）このほか、地方公共団体に対する財政融資の弾力追加を行う可能性がある。
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（３）令和７年度財政投融資計画（当初） 
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（４）令和６年度財政投融資計画（補正） 
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（５）令和６年度財政投融資計画（当初） 
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２. 令和７年度財政融資資金運用報告について 

（１）令和７年度財政融資資金運用報告のポイント 
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（参考）財政投融資計画の運用残 

財政投融資の運用は、各機関の事業の進捗や資金繰りの状況などを事前に確認し、資金需要に応じて行

っています。その結果、運用額が計画額を下回った場合は運用残が生じることがあります。このような場

合でも、財政融資は財投債の発行抑制などによって資金の余剰が生じない仕組みとなっています。また、

産業投資は「特別会計に関する法律」第８条第１項の規定により財政投融資特別会計投資勘定の翌年度

の歳入に繰入れることとされています。 
令和７年度（2025 年度）は、株式会社国際協力銀行において、日米政府の戦略的投資イニシアティブ

等に基づく取り組みを円滑に行えるよう必要な規模を確保したものの、当該出融資が翌年度以降へ後ろ

倒しとなったことなどにより、財政投融資全体で７兆 9,781 億円の運用残が生じました。 
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３. 財政投融資計画及び実績 

（１）令和７年度財政投融資計画及び実績 

 

（単位：億円）

当初計画 改定計画 実績 当初計画 改定計画 実績 当初計画 改定計画 実績 当初計画 改定計画 実績

食料安定供給特別会計 9 9 9 － － － － － － 9 9 9

エネルギー対策特別会計 97 97 97 － － － － － － 97 97 97

自動車安全特別会計 112 173 125 － － － － － － 112 173 125

株式会社日本政策金融公庫 31,608 31,608 15,770 － － － － － － 31,608 31,608 15,770

沖縄振興開発金融公庫 1,565 1,565 1,180 50 50 1 － － － 1,615 1,615 1,181

株式会社国際協力銀行 7,200 26,600 4,697 1,000 3,700 3,700 6,480 25,230 2,328 14,680 55,530 10,725

独立行政法人国際協力機構 17,025 17,025 11,743 － － － 1,800 1,800 1,416 18,825 18,825 13,159

全国土地改良事業団体連合会 20 20 20 － － － － － － 20 20 20

日本私立学校振興・共済事業団 294 294 294 － － － － － － 294 294 294

独立行政法人日本学生支援機構 5,147 5,147 5,142 － － － － － － 5,147 5,147 5,142

独立行政法人福祉医療機構 1,946 5,675 4,309 － － － － － － 1,946 5,675 4,309

独立行政法人国立病院機構 490 490 490 － － － － － － 490 490 490

国立研究開発法人
国立精神・神経医療研究センター

－ 15 15 － － － － － － － 15 15

国立研究開発法人
国立成育医療研究センター

12 12 12 － － － － － － 12 12 12

国立研究開発法人
国立長寿医療研究センター

2 2 1 － － － － － － 2 2 1

独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構

348 348 304 － － － － － － 348 348 304

独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構

610 705 338 20 20 － － － － 630 725 338

独立行政法人住宅金融支援機構 376 376 25 － － － 650 650 650 1,026 1,026 675

独立行政法人都市再生機構 4,900 4,900 4,900 － － － － － － 4,900 4,900 4,900

独立行政法人日本高速道路保有・
債務返済機構

－ － － － － － 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200 5,200

独立行政法人水資源機構 5 5 5 － － － － － － 5 5 5

国立研究開発法人
森林研究・整備機構

42 42 42 － － － － － － 42 42 42

独立行政法人エネルギー・
金属鉱物資源機構

4 4 1 1,117 1,117 742 － － － 1,121 1,121 743

　 　 　 　

地方公共団体 22,699 33,705 30,658 － － － － － － 22,699 33,705 30,658

株式会社脱炭素化支援機構 － － － 350 350 291 － － － 350 350 291

株式会社日本政策投資銀行 3,000 4,000 4,000 700 700 700 3,500 3,500 3,472 7,200 8,200 8,172

株式会社産業革新投資機構 － － － 800 800 800 － － － 800 800 800

一般財団法人民間都市開発推進機構 － － － － － － 1,100 1,100 1,050 1,100 1,100 1,050

中部国際空港株式会社 － － － － － － 122 122 113 122 122 113

株式会社民間資金等活用事業推進
機構

－ － － － － － 500 500 － 500 500 －

株式会社海外需要開拓支援機構 － － － 100 100 80 － － － 100 100 80

株式会社海外交通・都市開発事業
支援機構

－ － － 162 162 － 35 35 － 197 197 －

株式会社海外通信・放送・郵便事業
支援機構

－ － － 500 500 500 120 120 － 620 620 500

97,511 132,817 84,177 4,799 7,499 6,814 19,507 38,257 14,229 121,817 178,573 105,220

区          分

財政融資 産業投資 政府保証 財政投融資合計

〈特別会計〉

〈政府関係機関〉

〈独立行政法人等〉

〈地方公共団体〉

〈特殊会社等〉

合          計

(注）１．実績欄の計数は、資金年度ベースによる計数整理を行ったもので、令和７年度決算時点の見込値です。

     ２．改定計画には、令和７年度特別会計予算総則第21条第3項の規定に基づく長期運用予定額の増額分を含みます。



 
 

66 
 

（２）令和６年度財政投融資計画及び実績 

 

（単位：億円）

当初計画 改定計画 実  績 当初計画 改定計画 実  績 当初計画 改定計画 実  績 当初計画 改定計画 実  績

食料安定供給特別会計 7 7 6 － － － － － － 7 7 6

エネルギー対策特別会計 79 79 79 － － － － － － 79 79 79

自動車安全特別会計 360 408 306 － － － － － － 360 408 306

株式会社日本政策金融公庫 40,075 40,375 15,252 － － － － － － 40,075 40,375 15,252

沖縄振興開発金融公庫 1,946 1,946 558 70 70 1 － － － 2,016 2,016 559

株式会社国際協力銀行 4,000 4,900 1,540 1,160 1,260 1,210 5,880 5,880 2,988 11,040 12,040 5,738

独立行政法人国際協力機構 14,770 19,160 12,790 － － － 1,650 1,650 1,566 16,420 20,810 14,355

全国土地改良事業団体連合会 15 15 14 － － － － － － 15 15 14

日本私立学校振興・共済事業団 287 287 287 － － － － － － 287 287 287

独立行政法人日本学生支援機構 5,256 5,256 5,161 － － － － － － 5,256 5,256 5,161

独立行政法人福祉医療機構 2,102 2,290 1,923 － － － － － － 2,102 2,290 1,923

独立行政法人国立病院機構 660 660 660 － － － － － － 660 660 660

国立研究開発法人
国立成育医療研究センター

10 10 9 － － － － － － 10 10 9

国立研究開発法人
国立長寿医療研究センター

2 2 2 － － － － － － 2 2 2

独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構

875 875 812 － － － － － － 875 875 812

独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構

651 941 701 20 20 1 － － － 671 961 702

独立行政法人住宅金融支援機構 263 263 39 － － － 2,400 2,400 2,400 2,663 2,663 2,439

独立行政法人都市再生機構 5,200 5,200 5,200 － － － － － － 5,200 5,200 5,200

独立行政法人日本高速道路保有・
債務返済機構

－ － － － － － 10,230 10,230 8,950 10,230 10,230 8,950

独立行政法人水資源機構 5 5 5 － － － － － － 5 5 5

国立研究開発法人
森林研究・整備機構

43 43 43 － － － － － － 43 43 43

独立行政法人エネルギー・
金属鉱物資源機構

4 4 3 848 848 462 － － － 852 852 465

　 　 　 　 　 　

地方公共団体 23,258 34,887 27,671 － － － － － － 23,258 34,887 27,671

株式会社脱炭素化支援機構 － － － 250 250 70 － － － 250 250 70

株式会社日本政策投資銀行 3,000 6,000 6,000 850 950 950 3,500 3,500 3,449 7,350 10,450 10,399

株式会社産業革新投資機構 － － － 800 905 905 － － － 800 905 905

成田国際空港株式会社 － 1,544 1,544 － － － － － － － 1,544 1,544

一般財団法人民間都市開発推進機構 － － － － － － 500 700 500 500 700 500

中部国際空港株式会社 － － － － － － 235 292 213 235 292 213

株式会社民間資金等活用事業推進
機構

－ － － － － － 500 500 － 500 500 －

株式会社海外需要開拓支援機構 － － － 90 90 90 － － － 90 90 90

株式会社海外交通・都市開発事業
支援機構

－ － － 299 299 87 626 626 － 925 925 87

株式会社海外通信・放送・郵便事業
支援機構

－ － － 360 360 250 240 240 － 600 600 250

102,868 125,157 80,603 4,747 5,052 4,025 25,761 26,018 20,065 133,376 156,227 104,693

(注）１．実績欄の計数は、資金年度ベースによる計数整理を行ったものです。

     ２．改定計画には、令和６年度特別会計予算総則第22条第3項の規定に基づく長期運用予定額の増額分を含みます。

区          分

財政融資 産業投資 政府保証 財政投融資合計

〈特別会計〉

〈政府関係機関〉

〈独立行政法人等〉

〈地方公共団体〉

〈特殊会社等〉

合          計
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（３）令和７年度末財政投融資計画残高 

 

（単位：億円）

財政融資資金

＜一般会計及び特別会計＞

一般会計 66                66                －                －                66                

食料安定供給特別会計 115               115               －                －                115               

国有林野事業債務管理特別会計 137               137               －                －                137               

エネルギー対策特別会計 681               681               －                －                681               

自動車安全特別会計 6,680             6,680             －                －                6,680             

＜政府関係機関＞

株式会社日本政策金融公庫 126,371           126,371           7,564             1,800             135,735           

　　国民一般向け業務 41,421            41,421            242               800               42,463            

　　中小企業者向け業務 34,181            34,181            6,111             1,000             41,292            

　　農林水産業者向け業務 28,584            28,584            1,211             －                29,795            

　　特定事業等促進円滑化業務 742               742               －                －                742               

　　危機対応円滑化業務 21,443            21,443            －                －                21,443            

沖縄振興開発金融公庫 6,811             6,811             129               －                6,939             

株式会社国際協力銀行 33,382            33,382            25,328            44,672            103,382           

独立行政法人国際協力機構 73,521            73,521            －                10,755            84,276            

＜独立行政法人等＞

独立行政法人中小企業基盤整備機構 －                －                513               －                513               

独立行政法人奄美群島振興開発基金 －                －                86                －                86                

全国土地改良事業団体連合会 48                48                －                －                48                

日本私立学校振興・共済事業団 2,986             2,986             －                －                2,986             

独立行政法人日本学生支援機構 60,019            60,019            －                －                60,019            

国立研究開発法人科学技術振興機構 88,889            88,889            702               －                89,591            

独立行政法人福祉医療機構 48,137            48,137            －                －                48,137            

独立行政法人国立病院機構 4,399             4,399             －                －                4,399             

国立研究開発法人国立がん研究センター 133               133               －                －                133               

国立研究開発法人国立循環器病研究センター 373               373               －                －                373               

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター 27                27                －                －                27                

国立研究開発法人国立成育医療研究センター 66                66                －                －                66                

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 90                90                －                －                90                

国立健康危機管理研究機構 95                95                －                －                95                

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 6,582             6,582             －                －                6,582             

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 46,300            46,300            505               －                46,805            

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 －                －                649               －                649               

独立行政法人情報処理推進機構 －                －                33                －                33                

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 －                －                51                －                51                

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 －                －                65                －                65                

国立研究開発法人情報通信研究機構 －                －                610               －                610               

独立行政法人住宅金融支援機構 2,082             2,082             770               9,950             12,802            

独立行政法人都市再生機構 84,030            84,030            612               －                84,642            

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 55,470            55,470            －                105,165           160,635           

独立行政法人水資源機構 1,034             1,034             －                －                1,034             

地方公共団体金融機構 －                －                －                12,050            12,050            

国立研究開発法人森林研究・整備機構 830               830               －                －                830               

独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 32                32                4,788             －                4,820             

＜地方公共団体＞

地方公共団体 392,804           380,521           －                －                392,804           

＜特殊会社等＞

株式会社脱炭素化支援機構 －                －                542               －                542               

株式会社農林漁業成長産業化支援機構 －                －                300               －                300               

株式会社日本政策投資銀行 61,696            61,696            23,162            31,718            116,576           

株式会社産業革新投資機構 －                －                5,375             －                5,375             

東京地下鉄株式会社 144               144               －                －                144               

東日本高速道路株式会社 450               450               －                －                450               

中日本高速道路株式会社 500               500               －                －                500               

成田国際空港株式会社 5,544             5,544             －                －                5,544             

新関西国際空港株式会社 3,700             3,700             469               1,101             5,270             

一般財団法人民間都市開発推進機構 －                －                －                2,640             2,640             

中部国際空港株式会社 －                －                －                1,429             1,429             

株式会社民間資金等活用事業推進機構 －                －                100               880               980               

株式会社商工組合中央金庫 －                －                8                 －                8                 

株式会社海外需要開拓支援機構 －                －                1,406             －                1,406             

株式会社海外交通・都市開発事業支援機構 －                －                2,787             50                2,837             

株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構 －                －                1,520             200               1,720             

合　　　　計 1,114,225         1,101,942         78,075            222,410           1,414,709         

（注）1.　「財政融資」は、財政融資資金、郵便貯金資産及び簡易生命保険資産（平成19年９月末までの日本郵政公社の郵便貯金資金及び簡易生命保険資金を含む。）の

　　　　　残高を計上しています。

　　　2.　「産業投資」は、財政投融資特別会計投資勘定の出資金及び貸付金の残高を計上しています。

　　　3.　政府保証債は額面金額で計上しています。

　　　4.　｢一般会計｣は、旧国立高度専門医療センター特別会計からの承継分を計上しています。

区分 財政融資 産業投資 政府保証 合計



 
 

68 
 

（４）財投債の残存期間別残高 

 

（５）財投債の消化別方式内訳 

 

（６）財投債の年限別発行・償還及び残高 

 

１年超 ２年超 ３年超 ４年超 ５年超 ６年超 ７年超 ８年超 ９年超

２年以下 ３年以下 ４年以下 ５年以下 ６年以下 ７年以下 ８年以下 ９年以下 10年以下

令和５年度末 127,523 104,859 122,030 100,367 32,607 59,845 90,111 41,737 69,765 22,756 174,390 945,989
令和６年度末 104,859 122,030 100,367 32,607 76,819 90,111 41,737 69,765 22,756 71,894 181,124 914,069
令和７年度末 122,030 103,265 32,607 86,681 113,148 41,737 69,765 22,756 95,199 37,969 184,058 909,214

（注）計数は、額面ベースです。

(単位：億円）

残存期間区分 １年以下 10年超 合 計

30,608 30,608

95,603 95,603

100,004 100,004

130,000 130,000

(令和８年度発行財投債の種類別発行予定額）

割引短期国債 -                         -                         

２年債 30,590 30,590

５年債 40,330 40,330

10年債 55,590 55,590

20年債 2,600 2,600

30年債 790 790

40年債 100 100

流動性供給入札 -                         -                         

合計 130,000 130,000

（注）計数は、令和５～令和７年度については額面ベース、令和８年度については収入金ベースです。

令和５年度（実績）

令和６年度（実績）

令和７年度（実績）

令和８年度（予定）

(単位：億円）

区  分 市中消化 合  計

年  限 令和６年度末残高 令和７年度発行額 令和７年度中償還額 令和７年度末残高

２年債 - 2,898 - 2,898

５年債 198,108 32,898 69,552 161,454

10年債 412,822 57,091 21,620 448,292

20年債 168,071 5,290 13,686 159,674

30年債 101,748 1,715 - 103,463

40年債 33,319 113 - 33,432

合　計 914,069 100,004 104,859 909,214

（注)計数は、額面ベースです。

(単位：億円）
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（７）財投機関債の発行状況 

 

 
 
 
 
 

(単位：億円)

令和８年度

予定 実績 予定 実績 予定

2,900        1,000 2,900        1,000 2,900        

1,700        800 1,700        900 1,700        

1,000        100 1,000        － 1,000        

200          100 200          100 200          

100          100          100          100          100          

200          100          200          －           200          

800 540          800 380          800 

16,243       5,687        11,441       5,431        10,692       

2,550        －           1,550        －           1,000        

13,693       5,687        9,891        5,431        9,692        

1,200 800          1,100 750 1,000 

105          105          80           80           130          

598          598          271          271          1,270        

200          200          200          200          200          

1,200        1,200        1,200        1,200        1,200        

2,500        1,977        1,310        1,189        1,480        

90           60           102          96           92           

6,500        6,334        6,600        6,459        6,700        

32,636 18,701 26,304 17,156 26,764

【13】 【13】 【13】 【12】 【13】

18,943 13,014 16,413 11,725 17,072

13,693 5,687 9,891 5,431 9,692

（注）

株式会社日本政策金融公庫

機　関　名

金額

 令和６年度  令和７年度

独立行政法人水資源機構

【国民一般向け業務】

【中小企業者向け業務】

【農林水産業者向け業務】

沖縄振興開発金融公庫

株式会社国際協力銀行

独立行政法人国際協力機構

独立行政法人住宅金融支援機構

うち　普通社債

　　　 資産担保証券

独立行政法人都市再生機構

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

独立行政法人福祉医療機構

独立行政法人日本学生支援機構

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

中部国際空港株式会社

株式会社日本政策投資銀行

合計

【機関数】

うち　普通社債

       資産担保証券

金額は額面ベース（改定後）です。
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４. 財政投融資特別会計財政融資資金勘定及び財政融資資金 
 財政投融資特別会計財政融資資金勘定は、財政融資資金の運用に関する歳入歳出を一般会計と区分し

て経理を明確にするために設けられているものです。ここにいう歳入とは、財政融資資金の運用利殖金、

借入金及び公債の発行収入金、財政融資資金からの受入金並びに附属雑収入等であり、歳出とは、財政融

資資金預託金の利子、財政融資資金の運用損失金、運用手数料、事務取扱費、一時借入金及び融通証券の

利子、借入金及び公債の償還金及び利子、財政融資資金への繰入金、公債及び融通証券の発行及び償還に

関する諸費等です。 
 同勘定における令和７年度（2025 年度）の損益状況、資産・負債状況は以下のとおりです。 
 
（１）損益状況 

令和７年度（2025 年度）の収益は 7,752 億円で、費用は 8,812 億円、年度損失は 1,061 億円です。 
収益のうち、有価証券及び貸付金利子、有価証券売却益からなる運用収入は 7,518 億円です。 
一方、費用のうち、預託金利子及び運用手数料からなる諸支出金は 2,228 億円です。 
このほか公債金利子及び公債等発行諸費は 6,240 億円、財政融資資金証券利子は 7 億円、事務取扱

費は 72 億円です。 
 
（２）資産、負債状況 

令和７年度（2025 年度）末の資産総額は 124 兆 1,174 億円で、負債総額は 123 兆 1,395 億円です。 
資産総額のうち、貸付金期末残高は 119 兆 8,861 億円（資産総額に占める割合は 96.6％）となりま

す。また、保有有価証券期末残高は 3 兆 4,997 億円（資産総額に占める割合は 2.8％）となります。 
一方、負債総額のうち、預託金期末残高は 31 兆 8,281 億円（負債総額に占める割合は 25.8％）とな

り、公債残高 90 兆 9,214 億円（負債総額に占める割合は 73.8％）となります。 
 
＜財務諸表参照上注意を要する点＞ 
貸借対照表及び損益計算書については、企業会計原則に準拠した発生主義による表示を行っています。 
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（１）財政投融資特別会計財政融資資金勘定（財務諸表） 

 

 

■貸借対照表 （単位：億円）

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

81,122 66,157 67,016 16,622 665

有価証券 - - - 11,990 34,997

国債
（注１）

- - - 11,990 34,997

貸付金 1,304,215 1,310,059 1,267,470 1,236,296 1,198,861

一般会計及特別会計貸付金 168,748 158,646 144,104 130,493 104,579

政府関係機関貸付金 270,821 255,461 245,812 237,628 240,085

地方公共団体貸付金 426,434 414,087 402,007 391,876 380,541

特別法人貸付金
（注２）

438,213 481,864 475,547 476,298 473,656

未収収益
（注３）

714 703 751 867 1,129

公債発行差金
（注４）

2,779 2,981 3,540 4,489 4,458

購入証券経過利子
（注５）

- - - 1 4

本年度損失 304 385 324 391 1,061

1,389,135 1,380,284 1,339,101 1,270,657 1,241,174

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

預託金 324,486 354,444 378,683 342,540 318,281

特別会計預託金 216,512 233,520 226,404 214,412 213,797

資金預託金 3,715 4,784 47,239 39,471 30,470

共済組合預託金 18,614 16,894 15,369 13,877 12,652

その他預託金 85,645 99,247 89,671 74,781 61,362

公債
（注６）

1,046,242 1,008,361 945,989 914,069 909,214

補償金返還金
（注７）

5 5 5 5 5

未払費用
（注８）

1,252 1,168 1,126 1,204 1,487

前受金
（注９）

13 18 44 42 0

長期前受収益
（注10）

3,955 3,410 2,761 2,628 2,409

繰越利益 13,184 12,879 10,494 10,170 9,779

金利変動準備金 13,184 12,879 10,494 10,170 9,779

1,389,135 1,380,284 1,339,101 1,270,657 1,241,174

注）１.国債には国庫短期証券、売戻条件付利付国債を含みます。

　　２.特別法人=特別の法律により、国、政府関係機関及び地方公共団体のみの出資により設立された法人です。

　　３.未収収益=有価証券利子及び貸付金利子で、当該年度の最終利払日から年度末までの未収となっている期間利子等です。

　　４.公債発行差金=アンダーパーで発行した財投債の額面金額と収入金額の差額のうちの未償却残高です。

　　５.購入証券経過利子=利払日以降に購入された利付債につき、債券発行機関に代わって、利払日から取引日までの経過日数に応じた

　　 利子相当額を立替払整理した額です。

　　６.公債=財投債の未償還額面残高です。

　　７.補償金返還金=旧預金部資金の資産再評価後、評価損失として確定され一般会計で補填されたもののうち、その後同資金が回収

　　 されたため、一般会計に繰り入れ等を行った残額です。

　　８.未払費用=預託金利子及び公債金利子で、当該年度の最終利払日から年度末までの未払となっている期間利子等です。

　　９.前受金=年度末における公債発行に伴い発生する経過利子受入の前受に相当する金額です。

　　10.長期前受収益=オーバーパーで発行した財投債の額面金額と収入金額の差額のうちの未取崩残高です。

借方

現金預金

合計

貸方

合計

■損益計算書 （単位：億円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

運用収入 6,558 6,022 5,980 6,312 7,518

有価証券利子 - - - 66 120

貸付金利子 6,558 6,022 5,980 6,238 7,388

有価証券売却益 - - - 7 10

雑収入 25 45 30 171 234

本年度損失 304 385 324 391 1,061

6,888 6,452 6,335 6,874 8,812

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

事務取扱費 60 55 56 70 72

諸支出金 1,682 1,620 1,562 1,681 2,228

運用手数料
（注１）

0 0 0 0 0

有価証券売却損 - - - 32 -

預託金利子 1,682 1,620 1,561 1,649 2,227

公債金利子
（注２）

5,024 4,628 4,549 4,900 6,234

財政融資資金証券利子 - - - - 7

公債等発行諸費
（注３）

9 8 6 6 6

公債発行差金償却
（注４）

113 141 162 217 267

6,888 6,452 6,335 6,874 8,812

注）１.運用手数料=財政融資資金の運用預託事務を委託している日本銀行に対して支払う手数料等です。

　　２.公債金利子=財投債利子の当期発生額からオーバーパーで発行した財投債の額面金額と収入金額の差額（長期前受収益）

　　 の当期取崩額を差引いた額です。

　　３.公債等発行諸費=財投債及び融通証券の起債手数料、利払手数料、償還手数料等です。

　　４.公債発行差金償却=アンダーパーで発行した財投債の額面金額と収入金額の差額（公債発行差金）の当期償却額です。

利益

合計

損失

合計
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（２）財政投融資特別会計における金利スワップ取引実施状況 

   

■利益計算 （単位：億円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

注）１.発生主義に基づいて作成。
　　２.資金運用収支=資金運用受取利子－資金運用支払利子
　　３.手数料収支=受取手数料－運用手数料
　　４.有価証券売却償還損益=有価証券売却償還益－有価証券売却償還損
　　５.その他=雑収入－支払利子－公債等発行諸費－公債発行差金償却－雑損

区分

①資金運用収支
（注２） △ 226 △ 130 △ 244 △ 960

うち受取利子

△ 148

5,980 6,305 7,508

うち支払利子

6,558 6,022

△ 6,549 △ 8,468

②手数料収支
（注３）

△ 6,706 △ 6,248 △ 6,110

10

△ 0

③有価証券売却償還損益
（注４）

△ 0 △ 0 △ 0 △ 0

- - - △ 25

△ 130 △ 269 △ 950

④事務取扱費

△ 148 △ 226　上記収支合計（①～③）

△ 70 △ 72

⑤その他
（注５）

△ 60 △ 55 △ 56

△ 39

合計

△ 96 △ 104 △ 138 △ 52

△ 304 △ 385 △ 324 △ 391 △ 1,061

■資金の運用・調達における平均残高 （単位：億円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

資金運用 1,426,015 1,352,209 1,328,362 1,283,859 1,242,846

うち貸付金 1,270,519 1,274,083 1,266,077 1,231,981 1,204,207

うち有価証券
（注） - - - 35,830 27,770

資金調達 1,426,686 1,352,860 1,328,891 1,283,775 1,242,887

　　 うち預託金 277,977 322,685 347,492 344,506 300,264

　　 うち公債金 1,136,605 1,018,534 970,370 930,849 932,697

注）有価証券には購入証券経過利子を含みます。

区分

■資金の運用・調達に関する利回り・コスト （単位：％）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

0.52 0.47 0.47 0.51 0.61

- - - 0.19 0.43

0.48 0.47 0.47 0.53 0.70

うち預託金コスト
（注８） 0.61 0.50 0.45 0.48 0.74

うち財投債コスト
（注９） 0.45 0.47 0.49 0.55 0.70

0.00 0.00 0.00 0.01 0.01

注）1.発生主義に基づいて作成。 　　7.調達資金平均残高=預託金平均残高＋財投債平均残高

　　2.利回り=年間収入／運用資金平均残高×100 　　 ＋積立金平均残高＋財政融資資金証券平均残高

　　3.貸付金利回り=貸付金利子／貸付金平均残高×100 　　8.預託金コスト=預託金利子／預託金平均残高×100

　　4.有価証券利回り=有価証券利子／保有有価証券平均残高×100 　　9.財投債コスト=(公債金利子＋公債発行差金償却)／財投債

　　5.コスト=年間支出／調達資金平均残高×100 　　 平均残高×100

　  6.支払利子率=(諸支出金＋公債金等利子＋公債発行差金償却) 　 10.経費率=事務取扱費／調達資金平均残高×100

　　 ／調達資金平均残高×100

区分

①利回り
（注２）

うち貸付金利回り
（注３）

うち有価証券利回り
（注４）

0.45 0.45 0.50 0.620.46

0.48②コスト
（注５） 0.48 0.54 0.71

うち支払利子率
（注６）

うち経費率
（注10）

①－②

0.48

▲ 0.03 ▲ 0.02 ▲ 0.03 ▲ 0.09▲ 0.02

取引回数 想定元本 取引回数 想定元本

3年以下 − − − −

3年超7年以下 − − − −

7年超10年以下 − − − −

10年超 − − − −

合計 − − − −

（想定元本ベース：億円）

　　　　　　　受払別

年限別

受け 払い

■金利スワップ取引実施状況（令和７年４月〜令和８年３月）

　　　　　　　　　　　　受払別
満期までの残存期間

受け 払い

3年以下 − −

3年超7年以下 − −

7年超10年以下 − −

10年超 − −

合計 − −

（想定元本ベース：億円）

■金利スワップ取引の残高（令和８年３月末現在）
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（３）財政融資資金 

預託 

A. 預託者別期末残高 

 

B. 預託金の残存期間別残高 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円[構成比：％]）

82,963 [25.6] 90,717 [25.6] 88,441 [23.4] 94,672 [27.6] 93,562 [29.4]

105,487 [32.5] 111,967 [31.6] 109,471 [28.9] 89,715 [26.2] 86,894 [27.3]

75,148 [23.2] 78,310 [22.1] 76,909 [20.3] 70,769 [20.7] 60,350 [19.0]

-          - -          - 42,685 [11.3] 33,751 [9.9] 23,419 [7.4]

18,929 [5.8] 19,667 [5.5] 20,663 [5.5] 21,752 [6.4] 22,913 [7.2]

18,614 [5.7] 16,894 [4.8] 15,369 [4.1] 13,877 [4.1] 12,652 [4.0]

1,723 [0.5] 2,685 [0.8] 3,090 [0.8] 4,157 [1.2] 3,953 [1.2]

-          - -          - -          - -          - 3,889 [1.2]

4,961 [1.5] 6,797 [1.9] 3,230 [0.9] 3,350 [1.0] 1,650 [0.5]

10,485 [3.2] 20,925 [5.9] 12,750 [3.4] 4,000 [1.2] 1,000 [0.3]

6,176 [1.9] 6,482 [1.8] 6,074 [1.6] 6,497 [1.9] 8,000 [2.5]

324,486 [100.0] 354,444 [100.0] 378,683 [100.0] 342,540 [100.0] 318,281 [100.0]

令和６年度末 令和７年度末区分

合計

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

労働保険特別会計

年金特別会計

株式会社日本政策金融公庫

防衛力強化資金

地震再保険特別会計

共済組合

育児休業給付資金

子ども・子育て支援特別会計

財政投融資特別会計

独立行政法人中小企業基盤整備機構

その他

（単位：億円）

区分 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

1年未満 182,315 195,425 202,425 181,934 156,709

1年以上2年未満 11,768 30,817 40,811 19,780 25,184

2年以上3年未満 12,333 11,922 16,011 18,714 17,509

3年以上4年未満 11,892 11,964 16,164 17,459 12,866

4年以上5年未満 11,908 12,039 14,856 12,810 12,764

5年以上6年未満 11,824 10,662 4,503 5,686 6,372

6年以上7年未満 5,662 4,388 4,546 5,522 5,297

7年以上 76,783 77,226 79,367 80,636 81,580

合計 324,486 354,444 378,683 342,540 318,281
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運用 

C. 貸付金の相手先別期末残高 

 

D. 貸付金の残存期間別残高 

 

E. 預貸率 

 

 

 

 

 

区分

一般会計および特別会計 168,748     ［12.9］ 158,646     ［12.1］ 144,104     ［11.4］ 130,493     ［10.6］ 104,579    ［8.7］

政府関係機関 270,821     ［20.8］ 255,461     ［19.5］ 245,812     ［19.4］ 237,628     ［19.2］ 240,085    ［20.0］

地方公共団体 426,434     ［32.7］ 414,087     ［31.6］ 402,007     ［31.7］ 391,876     ［31.7］ 380,541    ［31.7］

特別法人 438,213     ［33.6］ 481,864     ［36.8］ 475,547     ［37.5］ 476,298     ［38.5］ 473,656    ［39.5］

合計 1,304,215   ［100.0］ 1,310,059   ［100.0］ 1,267,470   ［100.0］ 1,236,296   ［100.0］ 1,198,861  ［100.0］

令和６年度末 令和７年度末令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

（単位：億円［構成比：％］）

（単位：億円）

区分 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

1年以下 93,603 88,618 72,273 68,077 45,800

1年超2年以下 28,528 20,651 28,508 20,132 13,170

2年超3年以下 29,888 41,968 27,004 18,853 30,409

3年超4年以下 55,388 33,860 24,465 39,142 39,198

4年超5年以下 40,429 29,793 47,639 47,374 45,492

5年超6年以下 33,160 52,001 48,973 46,061 30,369

6年超7年以下 60,384 56,514 51,739 34,931 41,817

7年超8年以下 60,758 52,444 39,560 42,678 42,470

8年超9年以下 57,725 43,904 46,565 45,448 61,377

9年超10年以下 46,945 48,980 44,053 63,677 57,757

10年超11年以下 39,862 40,093 63,289 54,310 105,849

11年超12年以下 42,387 66,942 54,834 112,149 40,987

12年超13年以下 68,715 55,263 119,641 42,553 39,869

13年超14年以下 58,114 128,091 45,062 41,945 50,735

14年超15年以下 134,012 46,238 41,888 50,565 52,951

15年超 454,316 504,698 511,978 508,399 500,611

合計 1,304,215 1,310,059 1,267,470 1,236,296 1,198,861

（単位：％）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

期中平均 89.05 94.18 95.27 95.97 96.89

期末 94.93 95.97 95.59 98.42 97.76

注）預貸率＝貸付金（平均）残高／調達資金（平均）残高×100
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リスク管理 
リスク管理体制の整備・高度化については、財政融資資金の管理及び運用に関する重点課題と位置付

け、金融環境・制度の変化に適切に対応できるリスク管理体制の構築に努めています。専担部署におい

て、財政融資資金全体の市場リスクの一元的把握を行い、財政融資資金の管理及び運用に関する資産・負

債について総合的な企画・調査・研究を行っています。なお、保有している債権において、延滞している

債権はございません。 

F. 保有有価証券の残存期間別残高 

 

G. 預証率 

 

H. 保有有価証券の期末残高 

 

I. 短期運用残高の推移 

 

（単位：億円）

区分 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

1年以下 - - - 11,990 34,997

1年超2年以下 - - - - -

2年超3年以下 - - - - -

3年超4年以下 - - - - -

4年超5年以下 - - - - -

5年超6年以下 - - - - -

6年超7年以下 - - - - -

7年超8年以下 - - - - -

8年超9年以下 - - - - -

9年超10年以下 - - - - -

10年超 - - - - -

合計 - - - 11,990 34,997

（単位：％）

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

期中平均 - - - 2.79 2.23

期末 - - - 0.95 2.85

注）預証率＝保有有価証券（平均）残高／調達資金（平均）残高×100

区分

国債 -          ［0.0］ -          ［0.0］ -          ［0.0］ 11,990     ［100.0］ 34,997   ［100.0］

合計 -          ［0.0］ -          ［0.0］ -          ［0.0］ 11,990     ［100.0］ 34,997   ［100.0］

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和７年度末

（単位：億円［構成比：％］）

令和６年度末

（単位：億円）

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

 債券 ─　 ─　 ─　 11,990  34,997  

 国債 ─　 ─　 ─　 11,990  34,997  

 売戻条件付利付国庫債券 ─　 ─　 ─　 11,990  17,999  

 国庫短期証券 ─　 ─　 ─　 ─　 16,998  

 貸付金 75,174  70,107  60,705  52,681  32,693  

 ①国 75,076  70,036  60,668  52,656  32,673  

 交付税及び譲与税配付金特別会計 60,667  55,669  46,320  38,307  18,366  

 年金特別会計（健康勘定） 14,409  14,367  14,348  14,348  14,306  

 ②地方公共団体 98  71  37  26  20  

75,174  70,107  60,705  64,672  67,690  

区分

合計
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５. 財政投融資特別会計投資勘定 

 

（単位：億円）
令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

4,963 6,799 3,336 4,050 3,182

0 0 0 1 1

642 572 431 206 11

0 0 0 0 0

153,616 163,077 180,992 175,509 201,081

159,221 170,448 184,760 179,765 204,276

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

33,212 33,212 33,212 33,212 35,912

36,114 36,168 38,249 41,773 44,918

2,754 6,448 3,830 3,427 2,193

87,141 94,620 109,469 101,353 121,252

159,221 170,448 184,760 179,765 204,276

（単位：億円）
令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

1 8 7 4 4

0 0 0 3 17

741 573 1,408 620 425

株式会社日本政策金融公庫納付金 1 1 - 0 8

株式会社国際協力銀行納付金 216 72 790 311 416

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機
構納付金

0 0 0 1 1

独立行政法人都市再生機構納付金 - - - 8 -

独立行政法人住宅金融支援機構納付金 124 - 118 - -

地方公共団体金融機構納付金 400 500 500 300 -

2,413 2,878 2,916 3,270 3,282

日本たばこ産業株式会社配当金 933 1,253 1,293 1,293 1,560

日本電信電話株式会社配当金 1,386 1,457 1,430 1,518 1,532

株式会社日本政策投資銀行配当金 81 156 183 214 161

株式会社商工組合中央金庫配当金 10 10 10 30 27

株式会社産業革新投資機構配当金 - - - 214 -

株式会社民間資金等活用事業推進機構配当金 2 2 - - 1

- 3,489 - 88 505

0 0 0 0 0

3,155 6,949 4,332 3,986 4,232

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末

1 1 2 5 2

出資金償却損 - - - 254 -

400 500 500 300 -

- - - - 2,037

雑損 - - - - 0

2,754 6,448 3,830 3,427 2,193

3,155 6,949 4,332 3,986 4,232

本年度利益

借方

現金預金

未収収益

貸付金

土地等（注1）

出資金（注2）

合計

貸方

資本

利益積立金

■貸借対照表

固定資産評価差益（注3）

合計

（注）1．土地等は、政策金融機関の組織再編に伴い、国に承継されることとなった各機関の不要資産のうち、
　　　　当勘定に帰属した土地等の年度末の国有財産台帳価格を計上しています。
　　　2．出資金は、国有財産法施行令（昭和23年政令第246号）第23条の規定により各年度末において実施した
　　　　国有財産の価格改定後の額を計上しています。
　　　3．固定資産評価差益は、出資金等の価格改定により生じた評価差益を計上したものです。
　　　　 固定資産評価差益は、政府保有義務が課されている、NTT株式会社の株式及び日本たばこ産業株式会社
　　　　 の株式の時価評価によるものが主なものとなっています。

■損益計算書
利益

貸付金利息

預託金利子

納付金

株式配当金

株式処分益

雑収入

本年度利益

合計

合計

損失

事務取扱費

地方公共団体金融機構納付金収入交付税及び譲
与税配付金特別会計へ繰入

先端半導体・人工知能関連技術対策エネルギー
対策特別会計へ繰入




